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九都県市首脳会議「有料老人ホーム等の適正な運営に向けた指導強化について」

に係る要望の結果について

 令和３年１０月２５日に開催された第８０回九都県市首脳会議での合意に基づき、

さいたま市が九都県市（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉

市、さいたま市、相模原市）を代表して、国に対して要望を実施しました。

 その概要は、下記のとおりです。

１ 実施時期

  令和３年１２月１３日（月）

  ※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、郵送にて実施しました。

２ 要望先

  厚生労働省

３ 要望書

  別添のとおり
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有料老人ホーム等の適正な運営に向けた指導強化について

有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅は、高齢化の進展に

伴い年々増加し、地域における多様なニーズの受け皿となっているとこ

ろである。

一方、当該施設の運営に当たっては、同一グループが運営する住宅併

設型の介護サービス事業所等の利用に限定・誘導する、いわゆる「囲い

込み」や、事業者本位のサービス提供による過剰・過少サービスといっ

た様々な課題が指摘されている。

このため、地方自治体（都道府県、指定都市及び中核市）による施設

への指導が欠かせないところであるが、老人福祉法では施設の義務とし

て「帳簿の作成」や「入居者への情報の開示」等が規定されているだけ

であり、これ以外の規定については、国の標準指導指針を参考として各

自治体が指導指針を策定することとなっている。

地方自治体は、この指導指針に基づき事業所に対し実地指導等を行っ

ているが、自治体が策定する指針には法的拘束力がないことを理由に事

業者が指導に従わないことがあり、現行の法制度による指導の限界が課

題となっている。

一都三県には、全国の有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住

宅の約２０％が集中しており、地方自治体の適切な指導が不可欠である。

ついては、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅への規制

や指導の実効性を高めることにより、当該施設の適正な運営及び入居者

の権利と尊厳を確保するため、次の事項を要望する。

有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅について、国の標準

指導指針に定める項目に関し、指導の実効性を確保するよう整備するこ

と

また、改善指導、改善命令、事業の制限（停止）命令など行政指導及

び行政処分を行う際の手順及び留意点を明示すること
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